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序 に か え て

ここに、教育相談年報第28号を刊行する運びとなった。

平成18年度は第２期中期目標・中期計画の初年度であった。教育相談部においても、中期目

標・中期計画を実現するため、業務を見直しつつ、より充実した教育相談活動が実施できるよ

う取り組んでいるところである。特に、ナショナルセンターとしての教育相談部の役割として、

研究や研修に資する活動としての教育相談、地域の教育センターや特別支援学校等の教育相談

担当者を支援しうる教育相談活動、海外等に在住する（予定している）障害がある児童生徒を

養育している日本人や日本人学校等への支援活動を主に、教育相談活動を行うこととなった。

本年報は、教育相談部が実施している特別支援教育に係わる教育相談活動を報告し、当研究

所はもとより、関係諸機関での教育相談活動の一層の充実に資することを願って、毎年刊行し

ているものである。第２期中期目標・中期計画に沿って、これまでの活動報告のあり方等も検

討し、新たな報告様式とした。

本年報では、論考として、特別支援学校における地域支援のあり方としての学校コンサルテー

ションの実践報告、スヌーズレンの活用について、日本人学校における特別支援教育の実態調

査報告の３つを掲載した。

また、年次報告として、平成18年度に教育相談部において実施した教育相談活動の報告、教

育相談研究室における研究活動報告、第30回全国特殊教育センター協議会総会における教育相

談分科会での報告、全国特殊教育センターの教育相談関係調査結果報告も併せて掲載した。

末筆ながら、この教育相談年報が、障害のある子どもの教育相談に携わっている方々の教育

相談活動に何らかの参考となり、寄与できれば幸いである。

なお、本冊子は、平成18年度の事業報告等であるので、使用している用語が一部、旧態のま

ま（例えば現在、「特別支援学校」が「盲・聾・養護学校」に、「発達障害」が「軽度発達障害」

と使用されている、等）になっている箇所がある。制度の移行期の事とご了解頂きたい。

　　　　平成19年６月

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所　　　　

教　育　相　談　部　長　　　　

後　　上　　鐵　　夫　　
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